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第１章 背景

地球温暖化は、地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的に上昇する現象であり、

我が国においても異常気象による被害の増加、農作物や生態系への影響等が予測さ

れています。地球温暖化の主因は人為的な温室効果ガスの排出量の増加であるとさ

れており、低炭素・脱炭素社会の実現に向けた取組が求められています。

国際的な動きとしては、平成２７（２０１５）年、新たな国際的枠組みとなる「パ

リ協定」が採択され、世界共通の長期目標として平均気温の上昇を産業革命から２℃

未満、さらに１.５℃に抑える努力を追求すること、今世紀中に温室効果ガス排出量

と吸収量との均衡を達成し、排出量実質ゼロを目指すことが掲げられました。

我が国では、平成１０（１９９８）年に地球温暖化対策の推進に関する法律が制

定され、国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化対策に取り組

むための枠組みが定められました。平成２８（２０１６）年には地球温暖化対策計

画が閣議決定され、我が国の令和１２（２０３０）年度における温室効果ガス排出

量を平成２５（２０１３）年度比２６％減とする中期目標が掲げられました。その

後、計画の改定により、削減目標は同４６％減と引き上げられています。

また、近年の特徴的な動きとして「令和３２（２０５０）年カーボンニュートラ

ル」の表明があります。国は令和２（２０２０）年、「２０５０年までに温室効果ガ

スの排出をゼロとし、脱炭素社会の実現を目指す」と宣言しました。岩手県におい

ては、令和元（２０１９）年度に「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」に取り

組むことを表明、令和３（２０２２）年に第２次岩手県地球温暖化対策実行計画を

策定し、各種施策を推進しています。

本市では、平成１３（２００１）年度に第１次地球温暖化防止等実行計画、平成

１９（２００７）年度に第２次地球温暖化防止等実行計画を策定し、市の事務及び

事業に関する温室効果ガス排出量の削減に取り組んできたところですが、平成２３

（２０１１）年３月に発生した東日本大震災津波により、これまでの取組の内容に

関する資料などが流出したため、これまでの成果や課題を評価することが不可能と

なりました。そのため、第３次計画となる本計画では、現在に至るまでの国内外の

動向を踏まえつつ、前計画と同様に目標値を定めた上で、地球温暖化の防止に向け

た取組を推進していくこととしています。
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第２章 基本的事項

１ 目的

第３次陸前高田市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「本計画」とい

います。）は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」といいます。）第

２１条第１項に基づき、国の地球温暖化対策計画に即して、本市が実施している

事務及び事業に関し、省エネルギー・省資源、廃棄物の減量化などの取組を推進

し、温室効果ガスの排出量を削減することを目的として策定するものです。

２ 対象とする範囲

本計画の対象範囲は、本市の全ての事務及び事業とし、施設としては下表のと

おりとします。基準年度（令和３（２０２１）年度）に電気料の支出があり、温

室効果ガス発生源であるエネルギーの排出量を市として把握している施設として

います。

№ 施設等名称 所管部課等 備考

1 3.11 仮設住宅体験館 政策推進室

2 市役所庁舎、野沢倉庫 総務部財政課

3 保健福祉総合センター 福祉部保健課

4 保育所 福祉部子ども未来課 3箇所

5 各地区コミュニティセンター

市民協働部まちづく

り推進課

11 箇所

6 市民文化会館

7 廃棄物処理施設（清掃センター）

8 一般廃棄物最終処分場

9 陸前高田斎苑 市民協働部市民課

10 二又診療所 二又診療所

11 広田診療所 広田診療所

12 共同利用倉庫 地域振興部水産課

13 高等職業訓練校
地域振興部商政課

14 チャレンジショップ

15 旧仮設観光案内所 地域振興部観光交流課
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16 市民の森 地域振興部観光交流

課17 杉の家はこね

18 気仙大工左官伝承館

19 道の駅高田松原 市管理分

20 玉山休養施設

21 黒崎温泉保養センター

22 総合交流センター

地域振興部スポーツ

交流推進室

23 スポーツドーム

24 市民グラウンド（長部、小友）

25

運動公園 奇跡の一本松球

場・サッカー場を

含む

26 市内公園（運動公園を除く）
建設部都市計画課

9箇所

27 ほんまるの家

28 上水施設
建設部上下水道課

33 箇所

29 浄化センター

30
市内各小中学校舎

教育委員会事務局

管理課

小学校 8箇所、中学

校 2箇所

31
旧小中学校舎等 旧気仙小・中、グロ

ーバルキャンパス

32
学校給食センター 教育委員会事務局

学校給食センター

33
図書館 教育委員会事務局

図書館

34
仮設博物館 教育委員会事務局

博物館

令和 4年 11 月本設

35 消防防災センター 防災局防災課

36 市内各消防屯所 消防本部 33 箇所
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３ 対象とする温室効果ガス

法第２条第３項に掲げる７種類の物質（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、

ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄、三フッ化窒

素）のうち、排出量のほとんどを占めている二酸化炭素（ＣＯ２）のみとします。

４ 計画期間

令和４（２０２２）年度から令和１２（２０３０）年度までを計画期間としま

す。計画開始から４年後の令和８（２０２６）年度に、計画の見直しを行います。

５ 上位計画及び関連計画との位置づけ

本計画は、法第２１条第１項に基づく地方公共団体実行計画として位置づけ、

陸前高田市まちづくり総合計画及び陸前高田市環境基本計画に即して策定します。

陸前高田市まちづくり総合計画

陸前高田市環境基本条例

陸前高田市環境基本計画

　　　　整合・連携

地球温暖化対策の推進に
関する法律（地球温暖化

対策推進法）

陸前高田市地球温暖化対策実行計画
【事務事業編】

陸前高田市地球温暖化対策実行計画
【区域施策編】（未策定）

　　　陸前高田市の主な関連計画
・陸前高田市公共施設等総合管理計画
・陸前高田市○○○計画　など

37 公用車（財政課所管分） 総務部財政課

38 公用車（財政課以外所管分） 各部課等

項目
年 度

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

期間中の

事項

基準

年度

計画

開始

計画

見直し

目標

年度

計画期間
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第３章 温室効果ガスの排出状況

１ 温室効果ガス総排出量

本市の事務及び事業に伴う「温室効果ガス総排出量」は、基準年度である

令和３（２０２１）年度において、４,３４８.９１８トン-ＣＯ２となっています。

グラフ 陸前高田市の事務及び事業に伴う温室効果ガス総排出量

２ 温室効果ガスの排出量の増減要因

温室効果ガス総排出量は、第２次計画基準年度である平成１８（２００６）年

度と比べて、約２２％減となっています。

その要因として、当時から１５年余りが経過し、その間、全国的に機器設備の

省エネ化が大きく進んだこと、太陽光をはじめとする再生可能エネルギーの導入

が大規模かつ広範囲に進んだことがあると考えられます。加えて、本市の場合、

復旧した被災施設において省エネ性能に優れた機器などの導入が進んだことが考

えられます。
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３ エネルギー別割合

エネルギー別では、電力量が８４.９％と大半を占め、次いで灯油が９.４％と

なっています。

※液化石油ガスは、排出量は存在するものの、割合

が極めて小さいため「0.0%」表記となっています。

グラフ エネルギー別温室効果ガス排出割合
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0.0%

84.9%
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A重油

液化石油ガス

電力量
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第４章 温室効果ガスの排出削減目標

１ 目標設定の考え方

国の地球温暖化対策計画などを踏まえて、陸前高田市の事務及び事業に伴う温

室効果ガスの排出削減目標を設定します。

２ 温室効果ガスの削減目標

目標年度（令和１２（２０３０）年度）に、基準年度（令和３（２０２１）年

度）比で５０％削減することを目標とします。基準年度比で毎年度５～６％ずつ

削減するものです。

なお、第１章で述べたとおり、国の地球温暖化対策計画では、２０３０年度の

削減目標として「平成２５（２０１３）年度比４６％減」を掲げています。

図・グラフ 令和１２（２０３０）年度までの削減目標

項目 基準年度（２０２１年度） 目標年度（２０３０年度）

温室効果ガスの

排出量
４,３４８.９１８トン－ＣＯ２ ２,１７４.４５９トン－ＣＯ２

削 減 率 － ５０％
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３ 個別の措置

政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき

措置について定める計画（政府実行計画。令和３年１０月２２日閣議決定）に準

じ、個別の措置については下表のとおり目標を定めます。

※ZEB Oriented：30～40％以上の省エネ等を図った建築物

※ZEB Ready：50％以上の省エネ等を図った建築物

現状

※令和６（２０２４）年度

時点

目標年度（２０３０年度）までの

取組内容及び進捗

太陽光発電設

備の導入
２７％

設置可能な建築物の５０％以上に

太陽光発電設備を設置する。

公共施設の省

エネルギー対

策の徹底

－

※現状値なし

今後予定する新築事業については

原則 ZEB Oriented 相当以上とし、目

標年度までに新築建築物の平均で ZEB

Ready 相当となることを目指す。

公用車におけ

る電動車の導

入

２３％

※乗用における割合

代替可能な電動車がない場合等を

除き、新規導入・更新については全て

電動車とし、使用する公用車全体でも

目標年度までに全て電動車とする。

ＬＥＤ照明の

導入
３５％

既存設備を含めたＬＥＤ照明の導

入割合を１００％とする。

再エネ電力調

達の推進
８％

調達する電力の６０％以上を再エ

ネ電力とする。
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第５章 目標達成に向けた取組

１ 取組の基本方針

温室効果ガスの排出要因である、電気使用量と灯油・重油・ガソリンなどの燃

料使用量の削減に重点的に取り組みます。

２ 日常の事務及び事業に関する取組

⑴ 電気・燃料使用量の削減

ア 空調

・事務室や会議室の空気調節に当たっては、適正な温度設定を徹底します。

・夏冬の勤務には、クールビズ、ウォームビズを実施します。

・冷暖房の運転時間は、原則として毎日午前８時３０分から午後５時１５分

までとします。

・カーテン、ブラインドなどを活用し冷暖房の効率を高めます。

イ 照明

・始業前や昼休み、終業後は不要な照明を消灯します。

・トイレ、会議室、給湯室などは使用時のみ点灯します。

・一定の明るさが確保できる場合は、部分照明や照明の間引きを行います。

・残業時などは不要な照明を消灯し、部分照明に努めます。

・屋外照明の適切な点灯時間を検討し、点灯時間の短縮を図ります。

ウ 家電ＯＡ機器

・各自のパソコンは省エネモードに設定します。

・ＯＡ機器、コピー機などの事務機器は、節電待機モードへの切替えに努め

ます。

・退庁時には主電源を切る、コンセントを抜くなどし、待機電力の抑制に努

めます。

エ 公用車

・電気自動車の導入を進めます。

・管外出張には複数人での乗り合わせを積極的に行い、併せて公共交通機関

の利用にも努めます。
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・駐車の際にはアイドリングストップを励行し、運転中は急発進、急停止を

抑制したエコドライブに努めます。

・過度のエアコン利用は控えます。

・車内を常に整理整頓し、不要なものは積載しません。

・走行前の点検や走行距離等の記録整理を実施し、車両の整備や管理を行い

ます。

オ その他

・階段の利用に努め、エレベーターの使用を抑制します。

・毎週水曜日の「ノー残業デー」の徹底により、時間外勤務の削減に努めま

す。

・ポスターやグループウェアなどにより、省エネ行動の徹底を定期的に呼び

かけます。

⑵ 省資源・リサイクルの推進

ア 紙の節約

・両面印刷の徹底、集約印刷の活用により用紙の使用枚数を削減します。

・支障のないものは、使用済み用紙の裏面を利用します。

・文書管理システム、グループウェア、電子メールなどを活用し、資料の電

子化に努めます。

イ 廃棄物の削減、リサイクル推進

・３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）運動を啓発し、廃棄物の削減、

リサイクルに努めます。

・マイバッグ、マイボトル、マイ箸などの利用を促進し、ごみの減量化を図

ります。

・ビン、缶、ペットボトルの分別ボックスを設置し、リサイクル回収を徹底

します。

・使用済み小型家電回収専用ボックスを設置し、レアメタルの回収に取り組

むとともにごみの減量化を図ります。

・庁内の文書交換に使用済み封筒を利用します。

・不要になった備品は、他部課等と調整し再利用します。
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・ファイル、フォルダは繰り返し使用します。

ウ 水道使用量の節減

・食器洗い、湯沸かしをはじめ、常に節水を心がけます。

・水洗トイレの無駄な水は流しません。

⑶ グリーン購入の推進

ア 再生品再生材使用の物品の優先使用

・事務用紙は、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリー

ン購入法、平成１２年法律第１００号）に基づく基本方針に準拠したもの

を使用します。

・コピー機、プリンターのトナーカートリッジは、再生品を使用します。

・再生材を用いた事務用品を使用します。

イ 環境に配慮した物品の率先購入

・事務物品は、エコマーク、グリーンマーク商品を優先購入します。

・詰替え可能製品を使用し、使い捨て製品などの購入は極力控えます。

・グリーン購入方針により、環境配慮物品の購入割合の把握に努めます。

・公用車は、低公害・低燃費車などの導入に努めます。

⑷ イベントなどにおける環境配慮

・配布物、販売物の過剰包装を抑え、廃棄物の抑制に努めます。

・再生材を積極的に利用するとともに、その趣旨を来場者に周知啓蒙します。

・分別ごみ箱を設置し、廃棄物の再資源化に努めます。

・会場までの公共交通機関の確保や、利用経路の周知、駐輪場の設置などに努

めます。

３ 施設設備等に関する取組

⑴ 施設の新設・更新時の省エネ改修

・市役所庁舎をはじめとする公共施設を対象に、ＥＳＣＯ事業や省エネ診断の

実施など、先進取組事例を参考としつつ検討します。

・施設の新増設や改修に際しては、省エネ設計、太陽光発電などの再生可能エ

ネルギーの導入、雨水処理水の有効利用を図るなど、温室効果ガス削減に資
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する設備を取り入れます。

⑵ 省エネ・再生可能エネ設備の積極的導入

・施設内の設備の更新時には、省エネまたは再生可能エネ設備について積極的

に導入を検討します。

・照明、避難誘導灯には、人感センサー、自動照度調節、インバータ制御機器

などの省エネ型照明機器の導入を推進するとともに、消費電力の少ないＬＥ

Ｄ照明の導入に努めます。

・市内の街路灯をＬＥＤ照明や省エネ型照明機器に順次交換します。

⑶ 運転管理での省エネ化

・空調、ポンプ、ボイラーなどについて、省エネ化に向けた改善を行います。

⑷ 低公害車への更新

・公用車を新規導入又は代替導入する場合は、低公害・低燃費車の導入に努め

ます。

⑸ 公共施設等の緑化

・公共施設や街路における緑化を推進します。
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第６章 進捗管理体制と進捗状況の公表

１ 推進体制

本計画を推進するために、市長を委員長とする「陸前高田市地球温暖化対策庁

内委員会」を設けます。各課・施設に「地球温暖化対策推進責任者」を１名配置

し、取組を着実に推進します。

⑴ 陸前高田市地球温暖化対策庁内委員会

市長を委員長、副市長を副委員長とし、各課・施設の地球温暖化対策推進責

任者（各部課長等）で構成します。本計画の進捗状況の報告を受け、取組方針

の指示を行うとともに、本計画の改定・見直しに関する協議や決定を行います。

⑵ 陸前高田市地球温暖化対策庁内委員会事務局

まちづくり推進課長を事務局長とし、まちづくり推進課長補佐及び生活環境

係職員で構成します。事務局は、庁内委員会の運営全般を行い、各課・施設の

実行状況を把握するとともに、庁内委員会に報告します。

⑶ 地球温暖化対策推進責任者

各課・施設に１名配置します。基本的に、各課・施設の長を責任者とします。

各課・施設において取組を推進し、その状況を事務局に定期的に報告します。

図 推進体制組織図概要

２ 点検・評価・見直し体制

本計画は、Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の４段

階を繰り返すことによって点検・評価・見直しを行います。毎年の取組に対する

委員長：市長
副委員長：副市長
委員：各部課等の長

管理
陸前高田市地球温暖化

庁内委員会
推進 庁内委員会事務局 啓発

推進指示 実施
実行組織

（各部課等）事務局長：
まちづくり推進課長 地球温暖化対策推

進責任者：各課・
施設の長

事務局員：
まちづくり推進課長
補佐、生活環境係員進捗状況の報告

取組方針の指示
改定・見直しに関する協議・決
定

報告 報告
提案

各課・施設の職員…取組
の推進庁内委員会の運営

各課・施設の実行状況の把握
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PDCA を繰り返すとともに、本計画の見直しに向けた PDCA を推進します。

⑴ 毎年度の PDCA

本計画の進捗状況は、推進責任者が事務局に対して定期的に報告を行います。

事務局はその結果を整理して庁内委員会に報告します。庁内委員会は毎年１回

進捗状況の点検・評価を行い、次年度の取組の方針を決定します。

⑵ 見直し予定時期までの期間内における PDCA

庁内委員会は毎年 1回進捗状況を確認・評価し、見直し予定時期に改定要否

の検討を行い、必要がある場合には、令和８（２０２６）年度に本計画の改定

を行います。

図 ＰＤＣＡサイクル

３ 進捗状況の公表

本計画の進捗状況は、広報りくぜんたかたや市ホームページなどで毎年度公表

します。

PLAN

DO

CHECK

ACTION
PDCAサイクル
による継続的
な改善

・計画の策定・修正
・目標の設定

・取組の推進
・職員の意識啓発

・実施状況の点検
・業績の把握評価

・点検結果の公表
・計画の見直し
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【参考資料】基準年度における施設ごとエネルギー使用量

※１：市役所庁舎は令和３年５月～令和４年３月 ※２：黄色の箇所は使用量が不明であり、温室効果ガス排出量の算定からは除いた。

3.11仮設住

宅体験館
公用車 市役所庁舎

野沢倉

庫
公用車 施設 公用車

保健福祉

総合セン

ター

公用車 気仙保育所 高田保育所 小友保育所 公用車

各地区コ

ミュニティ

センター11

箇所

市民文化会

館

廃棄物処理

施設（清掃

センター）

一般廃棄物

最終処分場
公用車 施設 公用車

陸前高田

斎苑
公用車

二又診療

所
公用車

広田診療

所
公用車

一般炭(kg) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ガソリン(ℓ) 0 0 0 0 6,733.33 0 3,702.14 0 0 0 0 0 1,409.8 28 0 0 0 184 0 230.2 0 0 0 1,232.4 0 91.9
ジェット燃料油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
灯油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,120 1,000 2,283 0 1,647 0 0 0 0 0 0 26,756 0 1,600 0 0 0
軽油(ℓ) 0 0 0 0 249 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 19,500 0 0 0 0 0 0 0 0
A重油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
B重油またはC重油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
液化石油ガス(ℓ) 17.6064 0 0 0 0 0 0 0.7 0 636,700 1,089,200 551,500 0 48,200 0 0 0 0 0 0 0 0 8,400 0 6,610 0
液化天然ガス(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電力量(kWh) 6,581 0 736,137 2,095 0 0 0 84,416 0 39,748 49,093 24,773 0 214,167 315,021 233,676 151,526 0 0 0 58,312 0 12,024 0 24,834 0

政策推進室 総務部財政課 福祉部福祉課 福祉部保健課 福祉部子ども未来課 市民協働部まちづくり推進課
市民協働部税務

課
市民協働部市

民課
二又診療所 広田診療所

施設 公用車
共同利

用倉庫
公用車

高等職

業訓練

校

チャレ

ンジ

ショッ

プ

公用車

旧仮設

観光案

内所

市民の

森

杉の家

はこね

気仙大工

左官伝承

館

道の駅高田

松原

玉山休養

施設

黒崎温泉保

養センター
公用車

総合交流セ

ンター

スポーツ

ドーム

市民グ

ラウン

ド（長

部、小

友）

運動公園 公用車
市営住

宅
公用車

市内公

園9箇所

ほんまる

の家
公用車 施設33箇所 公用車

浄化セン

ター
公用車

一般炭(kg) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ガソリン(ℓ) 0 0 0 991.19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 929 124 0 0 0 0 1,345.92 0 3,454.19 0 0
ジェット燃料油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
灯油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 621 609 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
軽油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 119 0 0 0 0 0 0 0 150.81 0 0
A重油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15,166 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000 0
B重油またはC重油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
液化石油ガス(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 784.8 0
液化天然ガス(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電力量(kWh) 0 0 1,278 0 3,180 8,503 0 4,155 7,612 4,382 25,369 337,477 49,188 155,838 0 707,732 41,948 908 81,246 0 0 9,468 18,463 0 1,386,988 0 839,564 0

地域振興部
農林課

地域振興部水
産課

地域振興部商政課 地域振興部観光交流課 地域振興部スポーツ交流推進室
建設部建設

課
建設部都市計画課

建設部上下水道課
※上水

建設部上下水道課

※下水

市内各小中学

校舎（小学校

8箇所、中学
校2箇所）

旧小中学

校舎等
(旧気

小、埋文

整理室

(旧気

中)、グ

ローバル

キャンパ

ス(旧東

中))

公用車 施設 公用車
学校給食

センター
公用車 図書館 公用車 仮設博物館 公用車

消防防災セ

ンター
公用車

市内各消

防屯所33

箇所

公用車

一般炭(kg) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ガソリン(ℓ) 224.01 0 538 0 15,189.01 0 261.94 0 1,627.5 0 237.5 0 423.6 0 10,285 49,242.63
ジェット燃料油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
灯油(ℓ) 62,963 2,070 0 0 0 62,000 0 0 0 1,534 0 0 0 716 0 164,919
軽油(ℓ) 630 0 0 0 7,961.72 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,456 34,076.53
A重油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16,166
B重油またはC重油(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
液化石油ガス(ℓ) 120.2 9.0 0 0 0 516 0 0 0 0.0262 0 393 0 0 0 2,342,451.3326
液化天然ガス(ℓ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電力量(kWh) 1,010,301 96,328 0 0 0 0 0 74,841 0 706,892 0 283,699 0 31,482 0 7,839,245

教育委員会事務局管理課
教育委員会事務
局学校教育課

教育委員会学校
事務局給食セン

ター

教育委員会事務
局図書館

教育委員会事務
局博物館

防災局防災課 消防本部

合計


